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会社概要
グループ概要
グループのビジネスモデル

Ⅰ．事業概要



1. 会社概要

会 社 名 株式会社 キムラ

設 立 昭和２６（１９５１）年１月

上 場 取 引 所 東京証券取引所 ＪＡＳＤＡＱ（証券コード：７４６１）

発 行 済 株 式 数 １５，１８０，０００株

代 表 者 代表取締役社長 木村勇介

本 社 所 在 地 札幌市東区北６条東２丁目３番１号

資 本 金 ７億９３百万円

売 上 高 （ 単 独 ）

（ 連 結 ）

１２６億８８百万円 （２０１６年３月期）

２８１億２７百万円 （２０１６年３月期）

従 業 員 数 連結 ８７７名、単独 ２１０名（パート等を含む）

事 業 内 容 ■住宅資材を中心とした卸売 ■建築足場レンタル事業

■不動産賃貸・販売 ■子会社によるホームセンター経営

グ ル ー プ 会 社 ㈱ジョイフルエーケー

２０１６年３月末時点



販売先 一般消費者

仕入先（住宅関連資材メーカー等）

2. グループ概要

足場ﾚﾝﾀﾙ
事業

卸売事業
（住宅関連資材）

不動産
事業

金物店・建材店
工務店・設備店

リフォーム店・塗装店

ハウスメーカー
デベロッパー
ゼネコン

仕 入 先

連結子会社（小売事業）

大型店：３店舗、小型店：１店舗

http://www.kimuranet.jp

http://www.jak.co.jp



消

費

者

住宅資材メーカー

キムラグループ

3. グループのビジネスモデル

海外 国内

エクステリア店
リフォーム店

ゼネコン

デベロッパー
ハウスメーカー

工務店

資材店
設備店

金物店
建材店

商品開発部門
（アルミック）

卸売・流通
事業

不動産事業

小売事業

商品

顧客ニーズ

トレンド情報

提案営業

『住』に関連した最新・最良のサービスと情報の提供が可能

顧客ニーズの高い商品を提供 トレンドを重視した商品を提供 関係会社に様々な情報を提供



連結業績推移
事業セグメント別業績推移
財務状況の推移
財務諸表概要
事業総括
配当金・配当性向推移
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4. 連結業績推移



5-1. 卸売事業 の業績推移

売上高



5-2. 小売事業 の業績推移

売上高



5-3. 不動産事業 の業績推移

売上高



5-4. 足場レンタル事業 の業績推移

売上高



6-1. 財務状況の推移 (１)

ＲＯＥ （自己資本当期純利益率）
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6-2. 財務状況の推移 (２)

自己資本比率
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固定資産

有形固定資産の減価償却等により１億３
２百万円の減少。

流動資産

現金及び預金は４億２百万円減少したが、
売掛債権が４億８３百万円増加したことによ
り１億４２百万円の増加。

7. 連結貸借対照表概要

２０１５年３月 構成比 ２０１６年３月 構成比 増 減

流動資産 6,593 38.4% 6,735 39.2% 142

現金及び預金 1,916 1,514

受取手形・売掛金 1,752 2,235

たな卸資産 2,594 2,745

その他流動資産 328 238

固定資産 10,564 61.6% 10,432 60.8% ▲132

有形固定資産 8,959 52.2% 8,870 51.7% ▲89

無形固定資産 19 0.1% 25 0.1% 6

投資その他の資産 1,585 9.2% 1,536 9.0% ▲49

資産合計 17,157 100.0% 17,167 100.0% 10
（単位：百万円）

資産



負債

短期借入金は２億４２
百万円減少、長期借入金
は３億５０百万円減少。

自己資本比率

自己資本比率は５３．０％
となり前年同期比２．６％向
上。

純資産

純資産は利益剰余金
などにより６億６７百万円
増加。

8. 連結貸借対照表概要

２０１５年３月 構成比 ２０１６年３月 構成比 増減

流動負債 4.482 26.1% 4.182 24.4% ▲300

支払手形・買掛金 1,880 1,846

短期借入金 1,492 1,250

その他流動負債 1,109 1,086

固定負債 2,341 13.6% 1,984 11.5% ▲357

長期借入金 1,332 982

その他固定負債 1,009 1,001

負債合計 6,824 39.8% 6,167 35.9% ▲657

純資産合計 10,333 60.2% 11,000 64.1% 667

負債純資産合計 17,157 100.0% 17,167 100.0% 10

負債
純資産

（単位：百万円）



連結業績

住宅投資・個人消費ともに
伸び悩みの傾向にあるもの
の、増収・経常増益の決算と
なる。

住宅着工戸数

平成２７年度２月累計の持
家着工が全国、北海道共に
小幅ながら増加となる。.

小売事業

消費者マインドは力強さを
欠き、前年比微増。

9. 連結損益計算書概要

２０１５．３月
売上

構成比
２０１６．３月

売上

構成比

前期比
増減率

売上高 27,451 100.0% 28,127 100.0% 2.5 %

売上総利益 6,665 24.3% 6,794 24.2% 1.9 %

販売管理費 5,204 19.0% 5,323 18.9% 2.3 %

営業利益 1,461          5.3%        1,470          5.2%        0.6 %

経常利益 1,453      5.3% 1,483      5.3% 2.0 % 

当期純利益 646 2.4% 616 2.2% ▲4.6 % 

一株当り純利益 43.60円 － 41.57円 － －

（単位：百万円）



財務活動によるＣＦ

長・短借入金５億９２百万円返
済により資金減少。

投資活動によるＣＦ

子会社の店舗改装費用及
び新店舗開設に伴う費用３
億８５百万円支出により資
金減少。

営業活動によるＣＦ

税金等調整前当期純利益
１４億５４百万円、売上債権
４億８４百万円の増加により
資金増加。

10. 連結キャッシュ・フロー計算書概要

2015年3月 2016年3月 増減

営 業 活 動 に よ るキ ャ ッ シ ュ・フ ロ － 1,297 756 ▲540

投 資 活 動 に よ るキ ャ ッ シ ュ・フ ロ － ▲516 ▲376 140

財 務 活 動 に よ るキ ャ ッ シ ュ・フ ロ － ▲438 ▲781 ▲343

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 342 ▲402 ▲744

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 1,567 1,909 342

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 1,909 1,507 ▲402
（単位：百万円）



• 平成２７年度２月累計

• 新設住宅着工戸数、全国で前年比４．２％増、北海道で同５．８％増。
持家住宅は、 全国で前年比２．１％増、北海道で同２．５％増。

新設住宅着工戸数が微増

• 全国の登録工務店に対する資材提供及び営業支援を展開。

• 登録店６１社。完成１２棟（北海道１０棟、本州２棟）

自然素材使用の提案モデル住宅「Ｓｋｏｇのいえ」による工務店支援

• 大阪営業所に続き、開設３年目の名古屋営業所が順調に業績増進。

関西・中部地域の市場開拓が進行

11. 卸売事業総括



12. 卸売事業・ 分類別売上構成

商品分類別売上高と構成比
単位：百万円

注）売上高にはセグメント間の内部売上を含んでおります。

２０１４年３月期 ２０１５年３月期 ２０１６年３月期

売上高 前期比 構成比 売上高 前期比 構成比 売上高 前期比 構成比

住宅金物 1,695 112.0% 13.9% 1,458 86.0% 12.8% 1,542 105.8% 13.0%

住宅資材 4,298 114.9% 35.3% 3,792 88.2% 33.2% 4,031 106.3% 33.9%

住宅機器 2,240 116.2% 18.4% 2,003 89.4% 17.5% 2,038 101.7% 17.1%

エクステリア 985 97.1% 8.1% 1,007 102.2% 8.8% 978 97.1% 8.2%

工具・DIY 874 121.4% 7.2% 764 87.4% 6.7% 710 92.9% 6.0%

ビル用資材 444 92.9% 3.6% 471 106.1% 4.1% 588 124.8% 5.0%

輸入資材 870 112.4% 7.1% 1,170 134.5% 10.3% 1,153 98.5% 9.7%

その他 776 107.6% 6.4% 753 97.0% 6.6% 847 112.5% 7.1%

合計 12,182 111.9% 100.0% 11,418 93.7% 100.0% 11,887 104.1% 100.0%

（注）売上高にはセグメント間の内部売上を含んでおります。



13. 第４７回北海道ホームビルダーズショー

• 第４７回

• ２０１６年２月２４日、２５日

開催
日時

• ２０２０
新時代への挑戦

開催
テーマ

• おかげさまで創
業７０周年

感謝を込めて快
適な住まいづく
りを提案します

開催
サブテ
ーマ

来場者
実績

• ４，８００名



• 個人消費は所得環境の改善により緩やかに回復

• 物価上昇圧力が強く、先行きに対する不安から節約志向
が高まり、消費者マインドは力強さに欠ける。

個人消費は伸び悩み

•大型店３店舗の全面改装とリニューアルセール実施。

•商品アイテムの拡充や新しい売場づくり。

•特色あるイベント企画の継続的な開催。

消費の掘り起こし

14. 小売事業総括



15. 小売事業・ 部門別売上構成

商品部門別売上高と構成比 単位：百万円

２０１４年２月期 ２０１５年２月期 ２０１６年２月期

売上高 前期比 構成比 売上高 前期比 構成比 売上高 前期比 構成比

日用品 4,245 100.8% 26.3% 4,256 100.3% 26.9% 4,266 100.2% 26.8%

レジャー 3,097 95.9% 19.2% 3,117 100.6% 19.7% 3,311 106.2% 20.8%

資材 5,021 100.8% 31.2% 4,810 95.8% 30.4% 4,738 98.5% 29.8%

ガーデン 1,032 92.4% 6.4% 1,019 98.7% 6.5% 1,036 101.7% 6.5%

インテリア 1,526 94.8% 9.5% 1,465 96.0% 9.3% 1,470 100.3% 9.2%

その他 60 98.4% 0.4% 67 111.7% 0.4% 67 100.0% 0.4%

ＲＥ事業 1,129 109.0% 7.0% 1,071 94.9% 6.8% 1,032 96.4% 6.5%

合計 16,110 99.2% 100.0% 15,805 98.1% 100.0% 15,920 100.7% 100.0%

（注）売上高にはセグメント間の内部売上を含んでおります。



• 賃貸用不動産の有効活用により、安定した売上で業績に貢献。

『不動産事業』

賃貸不動産の有効活用

• リース事業部旭川営業所の開設。

• 非住宅物件、大型物件の受注。

『足場レンタル事業』

リフォーム市場は堅調に推移、営業
基盤を拡大

16. その他の事業総括



17. 一株当り配当金・配当性向の推移

配 当 金 実 績 及 び 予 定 と 計 画
配当政策

株主の皆様に対する安定的な利益還
元を経営の重要課題と考えており、経営
基盤の強化・拡充に努めることにより、
業績に応じた適正な配当を継続的に行
うことを基本方針としております。

中長期的には、連結配当性向２０％
を安定的に維持することを目指します。

２０１６年３月期の配当及び

２０１７年３月期の配当計画

一株当り配当金
配当性向(連結)

２０１６年３月期の配当 １０．００円

２０１７年３月期の配当計画 １０．００円



今期業績計画
今期業績達成のための施策

III. ２０１７年３月期業績計画と

今後の事業戦略



18. 今期業績予想（連結）

２０１６年３月期 実績 ２０１７年３月期 計画

金 額
売上高
構成比

前期実績比

増減率
金 額

売上高
構成比

前期実績比

増減率

売上高 28,127 100.0％ 2.5％ 28,980 100.0％ 3.0％

営業利益 1,470 5.2％ 0.6％ 1,360 4.7％ ▲7.5％

経常利益 1,483 5.3％ 2.0％ 1,380 4.8％ ▲7.0％

当期純利益 616 2.2％ ▲4.6％ 610 2.1％ ▲1.1％

一株当り純利益 41.57円 － － 41.12円 － －

通期 連結 業績予想
（単位：百万円）



19. 今期業績計画（セグメント別）

２０１６年３月期 実績 ２０１７年３月期 計画

売上金額 営業利益 売上金額 営業利益
売上金額
前期実績
増減率

営業利益
前期実績
増減率

卸売事業 11,887 822 12,185 840 2.5% 2.2%

小売事業 15,920 772 16,374 645 2.9% ▲16.5%

不動産事業 230 145 231 148 0.4% 2.1%

足場レンタル
事業

626 85 740 82 18.2% ▲3.5%

（消去） ▲537 ▲355 ▲550 ▲355

連結合計 28,127 1,470 28,980 1,360 3.0% ▲7.5%

（単位：百万円）



20. 今期業績達成のための施策・卸売事業

営業
戦略

商品
戦略

プラス
要素

卸売事業

プラス
要素

得意
先戦
略

商品
戦略

 モデル住宅「Ｓｋｏｇのいえ」の建設を
促進し、工務店支援を強化。

 関東、関西、中京の都市圏強化と福
岡地区の市場開発。

 オリジナル商品の開発強化と品質向上。

 当社ベース商材（金物、副資材）の検証と
再拡販。

 省エネ住宅エコポイントや住宅ローン
減税等、住宅着工平準化のための政
府政策。

 マイナス金利による住宅ローン金利
の低下。



21. 今期業績達成のための施策・小売事業

商品
販売
戦略

その
他の
戦略

 イベント、催事、実演など、お客様の
来店動機付け強化・拡大により来店
客数の増加に繋げる。

 大麻店（仮称）の（平成２９年３月開店
予定）の開設準備。

 オリジナル商品（海外商品等）の販売
拡大による利益改善。

 お客様に支持される売場提案、サービ
ス、接客の強化でＣＳ向上。 屯田店：売場面積 20,181 ㎡

大曲店：売場面積 22,510 ㎡

帯広店：売場面積 12,063 ㎡



22. 今期業績達成の為の施策・その他の事業

不動産
事業

足場レン
タル事業

 所有不動産の有効活用による安定
した収益の確保。

 優良物件情報の収集。

 営業社員と職人体制の強化。

 リース事業部旭川営業所の本格稼
働。



ＩＲ担当役員・担当連絡先

本資料は、当社グループへの理解を深めていただくためのものであり、一般的な
ＩＲ情報を提供することを目的としており、投資勧誘を目的としたものではありま
せん。また、提供情報のうち、将来の業績等に関する見通しは歴史的事実ではな
く、資料作成時における一定の前提に基づいて作成しておりますので、実際の業績
は多様な不確定要素により、見通しとは異なる結果となり得ることをご承知くださ
い。

Ｉ Ｒ 担 当 役 員
事 務 担 当

：常務取締役経営企画室長

：総務人事課長

新榮 功明

鈴木 茂男

電 話

Ｆ Ａ Ｘ

：011-721-4311

：011-742-4714

Ｅ－ｍａｉｌ ： master@kimuranet.jp


